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１ 一般会計について 

（１）歳 入

① 歳入決算額は、５,０１７億５,７５８万４,２０９円で、前年度と比較して２３８億

８,０４４万３,１６６円（５.０％）の増となっている。                   （第１表参照）

  これは主に、依存財源である国庫支出金が地域の元気臨時交付金など１７２億９,１８０万

７,８３４円増加したこと及び自主財源である繰入金が公共施設整備等事業基金繰入金や地域医

療再生臨時特例基金繰入金など５１億３,８３８万３,０７４円増加したことによるものである。

なお、上記の地域の元気臨時交付金は、一般会計から公共施設整備等事業基金に全額の

１４１億２,４２５万４,０００円が積み立てられるとともに、県単独道路改築費、消防学校整備

事業費及びリニア見学センターリニューアル事業費などの財源に充てるため、当該基金から一般

会計に６９億８,７８６万７,９５０円が繰入れられている。

また、歳入状況を自主財源と依存財源でみると、歳入総額に占める割合は、自主財源が

３８.１％、依存財源が６１.９％となっている。            （第２表参照）

  我が国の経済状況は、平成２６年８月に内閣府が公表した月例経済報告によると、「景気は、

緩やかな回復基調が続いており、消費税引き上げに伴う駆け込み需要の反動も和らぎつつある。」

とされている。

同様に本県経済状況についても、大雪の影響や消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動が

みられるものの、持ち直しており、富士山が世界文化遺産に登録されたことにより観光関連を中

心に県内経済が活性化することが見込まれるが、海外景気の下ぶれ懸念に引き続き注意する必要

がある。

   こうした経済動向の中で、県の財政基盤の安定を図るため、県内経済の活性化を図る施策を積

極的に推進し、県税をはじめとした自主財源の充実、確保に努められたい。

   同時に、地方税財源の充実強化と地方交付税の必要額の確保を引き続き国に要望されたい。 

自主財源と依存財源の比率
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② 県債残高は、前年度末の９,９８５億３,３４４万７,０６１円から８１億８７５万１１７円増

加し１兆６６億４,２１９万７,１７８円となった。

これは、国の地方財政計画により発行している臨時財政対策債の残高が、累増していることに

よるものである。

県債残高の増加は、後年度の財政負担となり、財政の硬直化を招く要因ともなることから、引

き続き、臨時財政対策債の発行によらない交付税総額の措置と償還財源の確保を国に要望された

い。

○自主財源比率が 1.6 ﾎﾟｲﾝﾄ（H24：

39.7％→H25：38.1％）減少した要

因の主なもの

【自主財源】

・繰越金  32 億円余、23.2％減

【依存財源】

・国庫支出金 172 億円余、26.1％増
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県債残高の推移
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県債 臨時財政対策債等を除く県債 臨時財政対策債
（億 円）

・「臨時財政対策債等」の平成２４年度分残高は、臨時財政対策債３,０２４億円余、平成２２年４月１日よ

り病院事業会計から一般会計に移管された病院事業債３３５億円余である。

③ 不納欠損額は、４億１,９９９万１,６１８円で、前年度と比較して３万７,０３９円（０.０％）

増加している。            （第１表・第６表参照）

不納欠損処分に当たっては、債権管理の効率性や決算における債権の適正な表示を行う意味か

ら、常に実態の把握に努め、時効期限が到来した債権などについて速やかに不納欠損処分の手続

きを行うなど、適切に対応されたい。

不納欠損額の推移
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○不納欠損額が 3 万円余増加 

（H24：4 億 1,995 万円余→H25：4 億

1,999 万円余）した要因の主なもの 

・雑入 6,299 万円余、947.0％増 

・不動産取得税 6,390 万円余、84.6％減

○県税が 3億 3,374万円余となっており、

不納欠損額のうち 79.4％を占めてい

る。 

○依存財源である県債発行額は 792 億

円余 

・対前年比では 22 億円余(2.9%)増加 

○県債発行額の主なもの 

・臨時財政対策債 354 億円余 ※１

・一般単独事業債  31 億円余 ※２

・公共事業等債 261 億円余 ※３

○県全体の県債残高は 1兆  432億円余

・一般会計 1 兆 66 億円余

・特別会計 351 億円余

・企業会計  14 億円余

※１ 臨時財政対策債は、国の地方交付税特別会計の財源が不足し地方交付税として交付するべき財源が不足した場

合に地方交付税の交付額を減らして地方公共団体に地方債を発行させるものである。臨時財政対策債の元利償還

金相当額は、全額が後年度地方交付税の基準財政需要額に算入される。 

※２ 一般単独事業債は、一般会計債に属する起債で、地方財政法第５条に規定する適債事業のうち、地方債計画の

他の項目で対象としない全ての事業を対象とする地方債。 

※３ 公共事業等債は、地方公共団体が国から補助を受けて実施する普通建設事業などの補助事業に係る地方負担額

を対象として起債される地方債。 
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④ 収入未済額は、３５億１,７５２万３,３０７円で、前年度と比較して５億５,１４９万

３,０５３円（１３.６％）減少している。           （第１表・第８表参照）

このうち、県税の収入未済額は、２３億８,２０２万６５７円で、前年度と比較して４億

３,６６８万３,８２５円減少している。その主なものは、個人県民税１８億６,６９０万

７,２３６円、自動車税２億４,２２７万４,８１１円及び不動産取得税１億７,３６８万

５,８０７円である。 （第４表参照）

県税以外の収入未済額は、１１億３,５５０万２,６５０円で、前年度と比較して１億

１,４８０万９,２２８円減少している。その主なものは県営住宅使用料３億９,９０８万

６,７７１円、行政代執行に係る費用１億９,２８４万２,１９０円及び不当利得返還請求１億

５,５９１万７,０３５円である。 （第７表参照）

  歳入全体の調定額に対する収入率は９９.２％と前年度と比較して０.１ポイント上昇（改善）

しているが、収入未済額は、３５億１,７５２万円余と引き続き多額である。債権の回収は、厳

しい財政状況の中、財源確保と公平負担の観点から重要な課題であり、今後とも滞納の実態把握

に努め、督促、滞納処分等法令に基づく厳正な債権管理を行い、収入未済額の解消と新規発生の

防止に努められたい。 

収入未済額の推移
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○収入未済額の主なもの 

【県税】 23 億 8,202 万円余

・個人県民税  18 億 6,690 万円余

・自動車税 2 億 4,227 万円余

・不動産取得税 1 億 7,368 万円余

【県税以外】  11 億 3,550 万円余

・県営住宅使用料 

3億 9,908万円余

・行政代執行に係る費用 

1億 9,284 万円余

・不当利得返還請求 

1億 5,591万円余
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○公債費と県債残高 

H24 末県債残高：      9,985 億円余 

   （病院事業会計からの引継：   335 億円余） 

H25 県債発行額：       792 億円余 

H25 元利償還金：（公債費）  841 億円余 

     元金：       711 億円余 

     利子：       129 億円余 

H25 末県債残高：     1 兆 66 億円余 

（２）歳 出

① 歳出決算額は、４,８８１億８,９９３万８,２３７円で、前年度と比較して２１０億

３,１０８万７,０６０円(４.５％)の増となっている。            （第９表参照） 

これは主に、教育費が３５億７５万１,２００円減少したものの、諸支出金が１７４億

１,９４９万８,２９６円、土木費が５７億６,４６１万７,０６７円及び総務費が４８億

２,５０２万２,０２６円増加したことなどによるものである。 

性質別決算状況をみると、行政経費は２,２３３億３,１１３万３,０００円で、前年度と比較

して３２億５７３万７,０００円(１.４％)減少した。            (第１０表参照) 

これは主に、人件費や補助費等の減少によるものである。また、構成比は４５.７％と前年度

より２.８ポイント減少している。                     

投資的経費は１,１００億１,５４４万５,０００円で、前年度と比較して８４億８,７０１万

６,０００円(８.４％)増加した。 

これは主に、補助事業費や国直轄事業等負担金の増加によるものである。また、構成比は

２２.５％と前年度より０.８ポイント増加している。 

公債費は８４１億３,５７０万６,０００円で、前年度と比較して７億９,４５０万２,０００円

(１.０％)増加し、構成比は１７.２％と前年度より０.６ポイント減少している。 

公債費の増加は、臨時財政対策債や減収補填債の償還が増加したことなどによるものである。 

今後とも、公債費や人件費などの義務的経費の適切な管理に努め、財政の硬直化の抑制を図ら

れたい。 

 

公債費と公債費負担比率の推移
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○公債費 841 億円の主なもの 

・一般単独事業債  274 億 1,137 万円余 

・公共事業等債    231 億 2,968 万円余 

・臨時財政対策債  163 億 9,852 万円余 

・財源対策債       74 億 4,128 万円余 

○公債費の増減の主なもの 

・臨時財政対策債 17 億 1,301 万円余の増

・減収補填債     5 億 9,516 万円余の増

・公共事業等債    6 億 6,917 万円余の減

・臨時財政特例債  5 億 7,631 万円余の減

・財源対策債    3 億 8,182 万円余の減
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人件費の推移
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② 翌年度繰越額は１６７事業、５１３億３,８８０万１,５５２円で、前年度と比較して４７事業

増加しているが、繰越額は、３６億２,８９１万８１１円(６.６％)減少している。

これは主に、雪害等によって工事が遅延し、事故繰越の件数及び繰越額が増加したものの、２月

補正予算に計上された経済対策公共事業費が、平成２４年度の緊急経済対策公共事業費に比べて

大幅に減少したため、繰越明許費の繰越額が減少したことによるものである。 

内訳は、継続費逓次繰越７事業、１２億７,９８７万２,５７８円、繰越明許費８４事業、

４４４億７,２５９万４,７３０円、事故繰越７６事業、５５億８,６３３万４,２４４円である。

今後とも計画的な事業執行に努めるとともに、繰越に係る事業については、迅速かつ効率的に

実施されたい。

③ 不用額は１４４億３,２７４万１,５７４円で、前年度と比較して１７億５,９６０万

１,３６７円(１０.９％)減少している。

今後とも事務事業の見直しをさらに進め、計画的な事業執行に努められたい。 

  

  ④ 今年２月の豪雪を受け幹線道路の除雪を緊急に実施したが、補正予算成立前に流用等の手続き

を経ることなく増額の支出負担行為が行われるなど現場対応の中で混乱がみられた。現場におけ

る混乱を最小限とし、災害対策業務が円滑に執行できるよう、防災体制の再構築とともに、予算

運用等における速やかな財源の確保や財務会計事務の運用手順等をあらかじめ決定しておくな

ど、現場における財務会計事務が適切に執行できるよう対応を検討されたい。 

繰越額と不用額の推移 
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（億円）
繰越額 繰越のうち明許 不用額

○不用額(144 億 3,274 万円余)は、前年度と比較して 17 億 5,960 万円余(10.9％)減少した。主なものは 

・商工費 42 億 3,311 万円余：商工費 42 億 1,858 万円余（貸付金の減少に伴う執行残等） 

・土木費 34 億 992 万円余：道路橋りょう費 29 億 4,858 万円余（雪害対策経費が想定を下回ったことによる）

・農林水産業費 14 億 5,917 万円余：林業費 7 億 8,469 万円余（予備的計上の災害関連緊急治山費の執行残等） 
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収入未済額の内訳

恩賜県有財産特別会計        ２,９９３万３,６２２円（ ４３件）

母子寡婦福祉資金特別会計     １億４,３６３万７,３３２円（２９３件）

中小企業近代化資金特別会計     ４,１８８万６,２７３円（ １４件）

農業改良資金特別会計       １億４,４１１万３,４５６円（ ２３件）

林業・木材産業改善資金特別会計   ２,１１５万５,５８２円（  ３件）

収入未済額の推移

5,860 5,865 6,089 6,268

8,594

11,514

11,502 11,144

396 381

0

1,000

2,000
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5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

(百万円)

⑥ 各会計の実質収支額の推移は次のとおりであり、平成２５年度の総額は、１３２億

４,７９７万６,１６３円と前年度と比較して９億１０５万９,９７８円増加している。実質収支額総

額のうち９３億円余（７０.６％）を中小企業近代化資金特別会計（５１億円余）と市町村振興資

金特別会計（４２億円余）で占めている。また、両会計は歳出額に対する実質収支額の割合もそれ

ぞれ４.２倍、３.３倍と会計規模に比し多額となっている。特別会計内に滞留している資金につい

ては、資金収支の状況を精査し、必要に応じ一般会計に繰り出すなど、予算配分と執行になお一層

留意されたい。

実質収支額の推移（特別会計）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

１５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

（ 百万円 ）

恩賜県有財産特別会計 災害救助基金特別会計 母子寡婦福祉資金特別会計

中小企業近代化資金特別会計 農業改良資金特別会計 市町村振興資金特別会計

県税証紙特別会計 集中管理特別会計 商工業振興資金特別会計

林業・木材産業改善資金特別会計 流域下水道事業特別会計 公債管理特別会計

←流域下水道事業

←恩賜県有財産

←中小企業近代化

資金

←市町村振興資金
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順位を決定した上で事業の重点化を行うなど、持続可能な財政構造の構築と将来負担を抑制した財

政健全化の推進に、なお一層取り組まれたい。

実質公債費比率・地方債の元利償還金 等の推移 
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（％）（百万円）

地方債の元利償還金及び準元利償還金 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

単年度実質公債費比率 実質公債費比率（３年平均）
 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

① 70,133 72,402 75,374 79,173 78,536 78,266 78,650

準元利償還金 ② 3,165 3,416 4,263 2,953 3,489 4,102 5,338

③＝①+② 73,298 75,818 79,637 82,126 82,025 82,368 83,988

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額 ④ 47,697 47,231 44,653 45,207 45,919 46,877 49,241

単年度実質公債費比率 ⑤ 12.5 13.6 16.8 16.9 16.8 16.4 16.4

実質公債費比率（３年平均） ⑥ 12.4 12.9 14.2 15.7 16.8 16.6 16.5

標準財政規模 ⑦ 253,024 257,226 253,510 263,298 261,026 263,473 260,864

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

地方債の元利償還金（繰上償還額、特定財源を除く）

地方債の元利償還金及び準元利償還金（元利償還金等）

（単位：百万円、％）

実質公債費比率⑤ ＝
地方債の元利償還金(特定財源等を除く)①＋準元利償還金②－基準財政需要額算入額④

標準財政規模⑦－基準財政需要額算入額④  

 

将来負担比率・設立法人の負債額等負担見込額 等の推移 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

① 1,123,843 1,126,502 1,155,043 1,187,798 1,194,260 1,191,375 1,193,518

うち、設立法人の負債額等負担見込額 31,810 29,510 28,458 28,530 26,763 26,444 25,586

② 612,910 607,517 639,620 691,261 713,249 721,882 736,797

③ 253,024 257,226 253,510 263,298 261,026 263,473 260,864

④ 47,697 47,231 44,653 45,207 45,919 46,877 49,241

⑤ 248.8 247.1 246.7 227.6 223.6 216.7 215.8

元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

将来負担比率

将来負担額

充当可能財源等

標準財政規模

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

（単位：百万円、％）

 

将来負担比率⑤ ＝
将来負担額①－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）②

標準財政規模③－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）④
 

○ ①の地方債の元利償還金とは、地方債の元利償還額から特定財源等を控除したもの。 

○ ②の準元利償還金とは、満期一括償還地方債の元金償還金相当額、公営企業債の償還に充てたと認められる繰出金及

び債務負担行為に基づく支出等。 

○ ④の元利償還金等に係る基準財政需要額算入額は、地方交付税の算定上、基準財政需要額に算入される元利償還金及

び準元利償還金の合計。 
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４ 財産について

① 普通財産に係る未利用地の売却等処分及び有効利用の推進は､県歳入を確保する上で重要である｡

未利用地については､前年度末で２８件､１２万４,７５３.０９㎡が残されていたが､平成２５年度

に第二期チャレンジ山梨行動計画に沿って､３件（うち２件は同一物件・残地あり）、

１９,９７０.４㎡を売却するなど、取り組みを進めた一方、平成２５年度中に新たに旧中小河原職

員宿舎跡地が未利用地となったため、依然として２８件、１１万１,３７５.１８㎡が残されている。

② 公共事業に伴う取得用地の未登記については､当年度取得分３５６筆を含め､平成２５年度末累計

で３,３００筆を超える未登記が認められた｡

平成２５年度は、前年度の２００筆に比べて１５６筆増加しているが、過年度分未登記筆数につ

いては着実に減少している。

取得用地の登記については､「過年度未登記処理方針」を策定し､未登記の解消に努めているとこ

ろであるが、県有財産の適正管理の観点から､未登記の解消に向け､なお一層努力されたい｡

未登記筆数の推移
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③ 平成２５年度の財産に関する調書のうち、土地や建物の面積の増減高について、公有財産台帳へ

の登録漏れや誤りによるものがいくつか含まれていた。 

また、昨年度に実施した定例監査においては、山梨県公有財産事務取扱規則の規定による財産の

移動報告書の提出がされていない事例が１８件あった。 

財産管理に当たっては、適切な事務の執行に努められたい。
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第 ６ 決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算について
（単位：円）

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ-Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般 501,757,584,209 488,189,938,237 13,567,645,972 11,127,254,050 2,440,391,922

特別 290,551,196,767 276,894,051,377 13,657,145,390 409,169,227 13,247,976,163

計 792,308,780,976 765,083,989,614 27,224,791,362 11,536,423,277 15,688,368,085

一般 477,877,141,043 467,158,851,177 10,718,289,866 6,629,419,700 4,088,870,166

特別 292,862,740,054 280,270,804,346 12,591,935,708 245,019,523 12,346,916,185

計 770,739,881,097 747,429,655,523 23,310,225,574 6,874,439,223 16,435,786,351

一般 23,880,443,166 21,031,087,060 2,849,356,106 4,497,834,350 △ 1,648,478,244

特別 △ 2,311,543,287 △ 3,376,752,969 1,065,209,682 164,149,704 901,059,978

計 21,568,899,879 17,654,334,091 3,914,565,788 4,661,984,054 △ 747,418,266

歳入歳出差引額
翌年度へ繰り
越すべき財源

対
前
年

度
増
減

歳出決算額年
度

会
計
別

歳入決算額 実質収支額

25

24

歳入歳出差引額は、一般会計が１３５億６,７６４万５,９７２円、特別会計が１３６億

５,７１４万５,３９０円、合計２７２億２,４７９万１,３６２円で、前年度の合計額と比較して

３９億１,４５６万５,７８８円（１６.８％）増加した。

歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は、一般会計が２４億

４,０３９万１,９２２円、特別会計が１３２億４,７９７万６ ,１６３円、合計１５６億

８,８３６万８,０８５円で、前年度の合計額と比較して７億４,７４１万８,２６６円 

（４.５％）減少した。 
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２ 決算の分析について

（１）決算収支の状況 

① 一般会計                             （単位：円、％）

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 501,757,584,209 477,877,141,043 23,880,443,166 5.0

歳 出 総 額 B 488,189,938,237 467,158,851,177 21,031,087,060 4.5

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 13,567,645,972 10,718,289,866 2,849,356,106 26.6

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 11,127,254,050 6,629,419,700 4,497,834,350 67.8

実 質 収 支 額 E=C-D 2,440,391,922 4,088,870,166 △ 1,648,478,244 △ 40.3

前 年 度 実 質 収 支 額 F 4,088,870,166 3,824,017,348 264,852,818 6.9

単 年 度 収 支 額 G=E-F △ 1,648,478,244 264,852,818 △ 1,913,331,062 △ 722.4

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H 4,334,987,427 1,211,275,797 3,123,711,630 257.9

－000I額還償上繰債方地

－000J額崩取金基整調政財

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J 2,686,509,183 1,476,128,615 1,210,380,568 82.0

平成２４年度度年５２成平分区
前年度比較

一般会計の歳入歳出差引額は、１３５億６,７６４万５,９７２円となり、翌年度へ繰り越すべき財

源１１１億２,７２５万４,０５０円を差し引いた実質収支額は２４億４,０３９万１,９２２円の黒

字となった。

また、この実質収支額から前年度実質収支額４０億８,８８７万１６６円を差し引いた単年度収支

額は、１６億４,８４７万８,２４４円の赤字となったが、これに財政調整基金への積立金４３億

３,４９８万７,４２７円を加算した実質単年度収支額は、２６億８,６５０万９,１８３円の黒字とな

った。

なお、実質単年度収支額は、前年度と比較して１２億１,０３８万５６８円増加しているが、これ

は財政調整基金積立額の増加などによるものである。

単年度収支額（Ｇ）

＜歳入・歳出等説明図＞

）Ｃ（】額支収式形【額引差出歳入歳）Ｂ（額総出歳

実質収支額（Ｅ）

歳入総額（Ａ）

翌年度繰越財源額（Ｄ） 前年度実質収支額（Ｆ）
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